
2022年 11 月度

（単位：円）

金　額 金　額
（前年同期） （前年同期）

155,655,453 110,124,510 負 債 121,033,544 78,890,351
現 金 17,418 56,204 流 動 負 債 120,484,244 78,341,051
当 座 預 金 4,497,353 9,052,422 支 払 手 形 0 0
普 通 預 金 31,071,042 26,312,102 買 掛 金 ## 98,898,544 54,187,993
別 段 預 金 0 0 短 期 借 入 金 ## 0 0
通 知 預 金 0 0 未 払 金 ## 7,606,350 7,958,851
定 期 預 金 0 0 未 払 費 用 ## 9,617,454 9,284,975
そ の 他 預 金 0 0 未払法人税等 ## 266,800 2,882,500
（現預金計） (35,585,813) (35,420,728) 未払消費税等 ## 3,334,200 3,289,800

繰延税金負債 0 0
受 取 手 形 0 0 保 証 金 0 0
売 掛 金 120,198,657 74,628,024 預 り 金 ## 532,553 508,589
有 価 証 券 0 0 前 受 金 0 0
短 期 貸 付 金 0 0 前 受 収 益 0 0
貯 蔵 品 216,815 227,310 仮 受 金 ## 228,343 228,343
仕 掛 品 0 0 仮受消費税等 ## 0 0
原材料・貯蔵品 0 0 賞 与 引 当 金 ## 0 0
繰延税金資産 0 0 その他流動負債 0 0
未収還付法人税 39,900 0
前 払 費 用 334,268 294,448 549,300 549,300
未 収 収 益 0 0 長 期 借 入 金 0 0
仮 払 金 0 0 長期預り保証金 ## 549,300 549,300
仮払消費税等 0 0 繰延税金負債 0 0
仮 払 税 金 等 0 0 退職給付引当金 ## 0 0
その他流動資産 0 0 役員退職慰労引当金 0 0
貸 倒 引 当 金 △ 720,000 △ 446,000 その他固定負債 0 0

31,745,581 32,764,587
31,374,797 32,393,803

建 物 1,992,793 3,011,799 66,367,490 63,998,746
構 築 物 0 0 66,367,490 63,998,746
機 械 装 置 0 0 資 本 金

S1
20 20,000,000 20,000,000

車 輛 運 搬 具 0 0 資 本 剰 余 金 0 0
工具器具備品 4 4 資 本 準 備 金 0 0
土 地 29,382,000 29,382,000 その他資本剰余金 0 0
少 額 資 産 0 0 利 益 剰 余 金 S1400 46,367,490 43,998,746
減価償却累計額 0 0 利 益 準 備 金 S1420 4,101,139 3,874,739

その他利益剰余金 S1450 42,266,351 40,124,007
370,784 370,784  任 意 積 立 金 0 0

電 話 加 入 権 370,784 370,784  繰越利益剰余金 P6200 42,266,351 40,124,007
施 設 利 用 権 0 0 （当期利益） P6100 4,632,744 7,547,693
営 業 権 0 0
ソフトウェア 0 0 自 己 株 式 0 0

0 0
投資有価証券 0 0 0 0
出 資 金 0 0 その他有価証券評価差額金 0 0
長 期 貸 付 金 0 0 繰延ヘッジ損益 0 0
破産・更生債権等 0 0 土地評価差額金 0 0
長期前払費用 0 0 為替換算調整勘定 0 0
繰延税金資産 0 0
そ の 他 投 資 0 0 新 株 予 約 権 0 0
貸 倒 引 当 金 0 0

0 0 少数株主持分 0 0

187,401,034 142,889,097 187,401,034 142,889,097

貸　 借 　対 　照 　表

固 定 資 産

金　額勘定科目 勘定科目金　額

流 動 資 産

固 定 負 債

社名：コスモ・メンテナンス株式会社

有形固定資産

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

純 資 産

評価･換算差額等

繰 延 資 産

無形固定資産

株 主 資 本

投資その他の資産



コスモ・メンテナンス株式会社 

（注記事項） 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①棚卸資産 

貯蔵品     先入先出法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

法人税法に定める定率法。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物 

附属設備を除く）、平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に 

ついては定額法 

②無形固定資産 

法人税法に定める定額法 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法

人税法に定める法定繰入率により計上 

②退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己 

都合要支給額を計上 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式 

２．当期純利益金額   4,632,744 円 


